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プ
ロ
ロ
ー
グ

　

去
る
3
月
、
台
湾
の
あ
る
電
子
部

品
企
業
で
争
議
が
発
生
し
た
。
原
因
は

同
社
に
労
働
組
合
が
結
成
さ
れ
、
そ
れ

が
伏
線
で
組
合
幹
部
5
人
と
組
合
員
10

人
が
解
雇
さ
れ
た
こ
と
に
あ
る
。
ア
ジ

ア
で
あ
り
が
ち
な
話
と
は
い
え
、
こ
れ

が
台
湾
内
外
の
関
心
を
呼
ぶ
と
こ
ろ
と

なった
。

　

2
0
0
9
年
、
同
社
は
最
高
益
を
あ

げ
て
い
た
。
し
か
し
従
業
員
１
３
０
０

人
の
労
働
条
件
は
相
変
わ
ら
ず
劣
悪
で

あ
り
、
労
働
密
度
は
異
常
に
高
く
、
強

制
的
な
サ
ー
ビ
ス
残
業
は
日
常
茶
飯

事
。
安
全
衛
生
条
件
は
最
悪
で
あ
る
な

ど
、
多
く
の
点
で
違
法
状
況
に
あ
る
と

は
、
従
業
員
の
苦
情
で
あ
る
。
同
年
12

月
、
つ
い
に
組
合
が
結
成
さ
れ
る
。
す

る
と
、
本
年
３
月
経
営
者
は
く
だ
ん
の

解
雇
を
断
行
し
、
生
産
ラ
イ
ン
を
中
国

に
移
転
す
る
と
脅
迫
し
た
。
こ
れ
は
確

信
犯
的
な
組
合
潰
し
の
策
動
だ
と
労
組

側
は
訴
え
て
い
る
。

　

同
労
組
は
、
経
営
側
に
対
し
不
当
解

雇
撤
回
、
対
話
を
通
じ
た
解
決
を
求
め
、

政
府
に
は
特
別
委
員
会
を
設
置
し
て
労

働
条
件
や
基
本
権
侵
害
の
実
情
を
調
査

し
て
、
再
発
防
止
に
努
め
る
よ
う
申
し

入
れ
て
い
る
。

　

そ
の
相
手
企
業
名
は
ヤ
ン
・
フ
ァ
ー

ス
ト
・
オ
プ
ト
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

社
（
Y
F
O
）
で
、
最
新
型
の
携
帯
用

タ
ッ
チ
・
セ
ン
サ
ー
の
メ
ー
カ
ー
。
製

品
供
給
先
に
は
サ
ム
ス
ン
、
L
G
、

H
T
C
、
ク
ォ
ル
コ
ム
、
グ
ー
グ
ル
な

ど
が
名
を
連
ね
て
い
る
。
近
々
グ
ー
グ

ル
が
、
グ
ー
グ
ル
・
フ
ォ
ン
の
生
産
を

H
T
C
と
ク
ォ
ル
コ
ム
に
委
託
す
る

手
筈
と
も
い
わ
れ
、
Y
F
O
製
品
の

最
大
バ
イ
ヤ
ー
に
な
る
と
み
ら
れ
て
い

る
。

　

Y
F
O
は
ハ
イ
テ
ク
・
セ
ン
タ
ー

桃
園
の
ほ
か
、
中
国
の
広
東
、
ベ
ト
ナ

ム
の
ハ
ノ
イ
に
工
場
を
持
ち
、
従
業
員

数
は
合
計
1
万
人
規
模
で
あ
る
。

　

現
在
台
湾
に
は
加
盟
組
織
を
も
た
ぬ

国
際
金
属
労
連
（
I
M
F
）
だ
が
、
こ

の一
件
を
無
視
す
る
こ
と
は
な
く
、
台

湾
政
府
に
書
簡
を
送
り
、
早
急
に
同
労

組
の
提
案
を
受
諾
す
る
こ
と
、
ま
た
同

労
組
の
上
部
団
体
に
向
け
緊
急
に
連
帯

行
動
を
と
る
よ
う
訴
え
た
（
I
M
F

オ
ン
ラ
イ
ン
・ニュー
ス
）。

台
湾
に
お
け
る
労
働
基
本
権
の
い
ま

︱
早
急
に
望
ま
れ
る
労
働
法
改
定　

こ
う
し
た
ケ
ー
ス
は
起
こ
る
べ
く
し

て
起
こ
っ
て
お
り
、
台
湾
に
お
け
る
労

働
者
の
基
本
権
が
ど
の
よ
う
な
状
況
に

あ
る
か
に
関
心
を
呼
び
起
こ
す
一
因
と

な
る
。
今
回
は
、
そ
の
辺
に
目
を
向
け

て
み
る
こ
と
に
し
た
い
。

雇
用
労
働
関
係
法
令
の

い
ま

　

お
り
し
も
、
こ
の
7
月
上
旬
、
世
界

貿
易
機
関
（
W
T
O
）が
台
湾
の
通
商

政
策
を
レ
ヴ
ュ
ー
す
る
の
に
際
し
、
国

際
労
組
総
連
合
（
I
T
U
C
）
が
『
チ
ャ

I
M
F-

J
C
顧
問　

小
島
正
剛
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渉
権
）、
第
1
0
0
号
（
同
一
報
酬
）、

第
1
0
5
号（
強
制
労
働
廃
絶
）、
第

1
1
1
号（
雇
用
差
別
禁
止
）の
4
条

約
の
み
で
あ
っ
た
。
第
87
号
条
約
（
結

社
の
自
由
）
は
批
准
し
て
い
な
か
っ
た

も
の
の
、
団
体
交
渉
や
ス
ト
権
は
認
め

ら
れ
て
い
た
。
た
だ
し
、
規
制
が
厳
し

かった
の
で
あ
る
。

　

71
年
以
降
、
労
働
関
係
法
令
に
若
干

の
改
定
は
あ
っ
た
も
の
の
、
民
主
派
の

陳
水
扁
政
権
下
で
も
基
本
権
を
含
む
労

組
法
の
根
本
的
改
定
は
な
ら
ず
、
去
る

6
月
1
日
、
馬
政
権
下
の
労
工
委
員
会

（
行
政
院
）
で
改
定
案
の
第
三
次
審
議

が
修
了
し
た
。
相
も
変
わ
ら
ず
使
用
者

側
か
ら
の
異
論
も
強
く
、
改
定
論
議
は

難
航
し
て
い
る
模
様
だ
。

I
T
U
C
「
報
告
書
」

か
ら

　

I
T
U
C
「
報
告
書
」
は
、
中
核
的

労
働
基
準
の
四
つ
の
分
野
に
絞
り
台
湾

の
実
情
を
記
述
し
て
い
る
が
、
以
下
に

順
次
概
要
を
紹
介
し
て
い
こ
う
。

 

結
社
の
自
由
と

 

団
体
交
渉
権

　

こ
の
分
野
で
は
、
台
湾
は
49
年
に

I
L
O
第
98
号
条
約
を
批
准
し
た
が
、

イ
ニ
ー
ズ
・
タ
イ
ペ
イ
に
お
け
る
中
核

的
労
働
基
準
に
関
す
る
報
告
書
』（
注
）

を
提
起
し
て
い
る
の
で
、
そ
れ
を
援
用

し
つ
つ
若
干
の
コ
メ
ン
ト
を
加
え
て
い

く
こ
と
に
す
る
。

　

ち
な
み
に
、
台
湾
の
雇
用
労
働
に
係

わ
る
法
令
は
次
の
8
分
野
か
ら
な
っ
て

い
る
こ
と
を
記
し
て
お
こ
う
。
す
な
わ

ち
①
労
働
基
準
、
②
労
働
保
険
、
③

労
働
福
祉
、
④
労
働
安
全
衛
生
、
⑤
労

使
関
係
、
⑥
労
働
監
査
、
⑦
職
業
訓
練
、

⑧
雇
用
、
で
あ
る
。
必
要
な
法
令
は一

応
整
備
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
分
か
る
。

　

台
湾
が
I
L
O
の
場
で
中
国
に
と
っ

て
代
わ
ら
れ
た
の
は
1
9
7
1
年
。

そ
れ
以
前
に
批
准
し
て
い
た
I
L
O

の
基
本
条
約
は
、
第
98
号
（
団
体
交

第
87
号
条
約
は
批
准
し
て
い
な
い
。

　

結
社
の
自
由
は
29
年
法
が
承
認
し
て

い
る
。
た
だ
し
公
務
員
、
国
防
産
業
、

教
職
員
、
医
療
関
係
者
、
家
事
手
伝
い
、

兵
員
、
警
察
、
消
防
夫
の
組
合
結
成
や

組
合
加
入
は
禁
じ
て
い
る
。
公
務
員
及

び
教
員
に
は
公
務
員
団
体
法
や
教
員
法

が
あ
っ
て
、
団
体
を
結
成
出
来
る
が
ス

ト
権
は
付
与
さ
れ
な
い
。
現
在
審
議
中

の
労
組
法
改
定
案
が
通
過
す
れ
ば
、
教

員
は
組
合
結
成
を
承
認
さ
れ
る
こ
と
に

な
る
。

　

組
合
が
承
認
を
得
る
た
め
に
は
労
工

委
員
会
に
規
約
を
提
出
せ
ね
ば
な
ら
な

い
。
当
局
は
「
公
序
に
反
す
る
」
か
「
資

格
要
件
を
満
た
さ
ぬ
」
と
判
断
す
れ
ば

こ
れ
を
却
下
す
る
権
限
を
持
つ
。
既
存

の
組
合
と
い
え
ど
も
も
同
様
の
事
由
で

解
散
さ
せ
る
こ
と
が
出
来
る
。

　

29
年
法
は
当
局
が
直
接
組
合
の
内
政

干
渉
に
手
を
染
め
る
こ
と
を
許
容
し
て

い
る
。
現
在
審
議
中
の
改
定
案
で
は
組

合
は
自
ら
幹
部
を
選
出
し
、
自
立
し
た

組
織
的
決
定
を
な
し
う
る
よ
う
規
定
す

べ
き
と
「
報
告
書
」
は
訴
え
て
い
る
。

　

台
湾
に
は
35
万
人
の
移
住
労
働
者

が
就
労
し
て
い
る
。
か
れ
ら
の
組
合
加

入
は
認
め
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、
独
自

の
組
合
結
成
や
組
合
委
員
長
就
任
は
禁

止
さ
れ
て
い
る
。
か
れ
ら
は
強
制
送
還

を
恐
れ
、
不
当
な
処
遇
に
つ
い
て
異
議

申
し
立
て
す
る
の
を
避
け
る
傾
向
が
強

い
と
は
、「
報
告
書
」
の
指
摘
で
あ
る
。

そ
れ
で
も
、
近
年
、
自
ら
結
集
す
る
動

き
は
止
ま
っ
て
い
な
い
。
N
G
O
の
支

援
が
背
後
に
あ
る
。

　

団
体
交
渉
は
法
で
認
め
て
は
い
る
が

義
務
付
け
て
は
い
な
い
。
ま
た
労
働
基

準
法
が
最
低
労
働
基
準
を
定
め
る
が
、

労
働
市
場
の
多
く
の
分
野
が
適
用
除
外

と
な
っ
て
い
る
。
例
え
ば
弁
護
士
、
医

師
、
看
護
士
、
家
内
労
働
分
野
な
ど

で
あ
る
。
労
働
協
約
の
殆
ど
は
、
労
働

基
準
法
に
規
定
の
最
低
基
準
そ
の
も
の

で
、
そ
れ
以
上
を
交
渉
で
規
定
す
る
の

は
大
手
企
業
な
ど
少
数
派
に
す
ぎ
な

い
。

　

ス
ト
ラ
イ
キ
権
は
た
し
か
に
法
に

定
め
て
い
る
。
し
か
し
、
合
法
的
に

ス
ト
宣
言
を
す
る
に
は
手
続
き
が
煩
雑

で
あ
っ
て
実
施
し
に
く
い
。
ス
ト
が
許

容
さ
れ
る
の
は
賃
金
関
係
と
就
労
ス
ケ

ジ
ュ
ー
ル
に
係
わ
る
問
題
の
み
で
あ

る
。
現
行
の
労
働
争
議
解
決
法
は
改
定

論
議
の
途
次
に
あ
る
が
、
紛
争
解
決
に

は
複
雑
で
時
間
の
か
か
る
手
続
き
を
規

定
し
て
い
る
。
合
意
に
至
ら
ぬ
時
は
労

使
い
ず
れ
か
が
当
局
に
申
請
し
当
局
は

I
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仲
裁
、
調
停
な
ど
の
労
を
と
る
。
こ
れ

に
は
時
間
が
か
か
り
、
そ
の
間
、
ス
ト

ま
た
は
ロ
ッ
ク
ア
ウ
ト
は
許
容
さ
れ
な

い
。
た
だ
し
、
審
議
中
の
労
働
法
改
定

案
で
は
組
合
が
正
当
な
団
体
交
渉
を
主

張
で
き
る
よ
う
組
合
の
権
利
改
善
が
謳

わ
れ
て
い
る
。

　

29
年
法
は
反
組
合
差
別
を
禁
止
し
て

い
る
が
、
組
合
幹
部
や
組
合
員
の
不
当

解
雇
に
対
す
る
罰
則
は
規
定
し
て
い
な

い
。
冒
頭
に
示
し
た
Y
F
O
社
の
ケ
ー

ス
が
想
起
さ
れ
る
だ
ろ
う
。「
報
告
書
」

は
同
社
が
解
雇
し
や
す
い
移
住
労
働

者
2
0
0
人
、
高
校
生
イ
ン
タ
ー
ン

4
0
0
人
を
採
用
し
て
お
り
、
法
定
最

低
賃
金
さ
え
支
払
っ
て
い
な
い
と
指
摘

し
て
い
る
。

　

し
ば
し
ば
目
撃
さ
れ
る
の
は
人
員
整

理
の
際
に
真
っ
先
に
解
雇
さ
れ
る
中
に

組
合
幹
部
や
組
合
員
が
入
っ
て
い
る
こ

と
で
あ
り
、
些
細
な
理
由
で
か
れ
ら
を

解
雇
す
る
な
ど
、
反
組
合
的
行
為
を
と

る
こ
と
で
あ
る
。
こ
う
し
た
問
題
も
審

議
中
の
法
改
定
案
に
織
り
込
ま
れ
て
い

る
と
「
報
告
書
」
は
指
摘
し
て
い
る
。

　

労
働
関
係
法
は
台
中
と
高
尾
の
輸
出

加
工
区（
E
P
Z
）
に
も
適
用
さ
れ
て

い
る
。
た
だ
し
、
加
工
区
を
管
理
す
る

の
は
経
済
部
で
あ
る
。

　

I
T
U
C
の
要
約　

団
結
権
、
団
体

交
渉
権
、
ス
ト
ラ
イ
キ
権
の
労
働
三
権

は
承
認
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
な
が
ら
、

多
く
の
部
門
の
勤
労
者
が
組
合
結
成
や

組
合
加
入
を
阻
ま
れ
て
い
る
。
団
体
交

渉
は
義
務
付
け
ら
れ
て
い
な
い
。
ス
ト

は
事
前
に
法
的
に
も
実
際
に
も
仲
裁
調

停
メ
カ
ニ
ズ
ム
を
含
め
時
間
を
要
し
突

入
ま
で
煩
雑
な
手
続
き
を
要
す
る
。
反

組
合
差
別
に
は
罰
則
規
定
が
な
い
た

め
、
容
易
に
差
別
が
発
生
し
て
い
る
。

こ
の
件
も
、
審
議
中
の
労
働
法
改
定
案

の
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
。

 

処
遇
平
等
と
同
一
報
酬

　

こ
の
分
野
で
は
、
台
湾
は
I
L
O
第

1
0
0
号
条
約
、
第
1
1
1
号
条
約
を

批
准
し
て
い
る
。

　

関
連
国
内
法
（
2
0
0
8
年
）
も
ジェ

ン
ダ
ー
平
等
を
規
定
し
て
い
る
が
、
現

実
に
は
差
別
が
見
ら
れ
る
。
行
政
院
に

よ
れ
ば
同
一
価
値
労
働
に
対
す
る
女
性

の
賃
金
は
男
性
の
そ
れ
の
82
%
で
あ

る
。
概
し
て
低
賃
金
層
に
多
く
配
属
さ

れ
、
昇
進
の
機
会
は
限
ら
れ
て
い
る
。

　

同
法
施
行
前
は
女
性
従
業
員
は
結
婚

ま
た
は
妊
娠
を
理
由
に
退
職
を
余
儀
な

く
さ
れ
て
い
た
。
施
行
後
は
労
働
力
不

足
も
あ
り
状
況
は
変
化
し
て
い
る
。

　

職
場
の
性
的
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
は
禁
止

さ
れ
、
厳
罰
も
規
定
さ
れ
て
い
る
。
職

場
に
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
苦
情
処
理
シ
ス

テ
ム
を
保
持
す
る
こ
と
に
も
な
っ
て
い

る
が
実
効
の
ほ
ど
は
不
明
で
あ
る
。

　

東
南
ア
ジ
ア
や
中
国
か
ら
多
く
の
女

性
が
結
婚
相
手
や
職
を
求
め
て
台
湾
に

や
っ
て
く
る
。
現
在
30
万
人
が
結
婚
し

台
湾
在
住
で
あ
る
が
、
多
く
は
相
手
が

低
所
得
で
あ
る
た
め
共
働
き
と
な
り
、

出
身
国
に
送
金
も
し
て
い
る
状
況
に
あ

る
。
が
、
言
葉
の
問
題
も
あ
り
、
通
常

は
不
安
定
就
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
。

　

介
護
サ
ー
ビ
ス
や
家
内
労
働
で
働
く

外
国
人
は
16
万
9
0
0
0
人
。
か
れ
ら

に
労
働
基
準
法
は
適
用
さ
れ
な
い
。

　

法
は
身
障
者
の
雇
用
に
つ
い
て
、
民

間
部
門
で
は
従
業
員
67
人
以
上
の
場
合

最
低
1
％
の
障
害
者
の
雇
用
、
公
共
部

門
で
は
従
業
員
34
人
以
上
の
場
合
3
％

の
障
害
者
雇
用
を
確
保
す
る
こ
と
を
求

め
て
い
る
。
こ
の
割
合
を
満
た
さ
ぬ
時

は
身
障
者
福
祉
基
金
に
月
間
給
与
分

を
納
入
す
る
。
こ
ん
に
ち
、
公
共
部
門

の
労
働
力
の
4
%
が
身
障
者
で
あ
る
。

　

先
住
民（
少
数
民
族
）は
台
湾
人
口

の
2
%
を
占
め
る
が
、
通
常
非
熟
練
、

低
賃
金
職
に
採
用
さ
れ
て
い
る
。
先
住

民
雇
用
権
法
（
2
0
0
1
年
）
が
少
数

民
族
の
擁
護
を
定
め
て
い
る
が
、
前
進

は
遅
々
と
し
て
い
る
と
「
報
告
書
」
は

記
述
し
て
い
る
。
か
れ
ら
の
失
業
率
は

全
国
平
均
の
2
倍
で
あ
り
賃
金
は
65
%

で
あ
る
。

　

レ
ス
ビ
ア
ン
、
ゲ
イ
、
性
転
換
者

等
の
求
職
者
に
対
す
る
差
別
に
は

4
万
2
6
0
0
米
ド
ル
相
当
の
罰
金

が
科
せ
ら
れ
る
。
H
I
V
/
A
i
d
s

発
症
者
は
H
I
V
防
止
お
よ
び
患
者

の
権
利
擁
護
基
金
に
よ
る
保
護
対
象
で

あ
る
が
万
全
で
は
な
い
。

　

I
T
U
C
の
要
約　

法
は
雇
用
上
の

ジ
ェ
ン
ダ
ー
差
別
を
禁
じ
、
同
一
価
値

労
働
同
一
賃
金
の
処
遇
を
定
め
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
差
別
は

昇
進
、
賃
金
、
採
用
面
で
発
生
し
て
い
る
。

II
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小島正剛 こじま・せいごう　

６０年ＩＭＦ日本事務所に入職以来、
ＪＣ事務局長代理、ＪＣ国際局長、Ｊ
Ｃ副議長（国際委員長）（以上 IMFと
の兼務）、ＩＭＦ地域代表を務めるな
ど国際労働運動一筋。９８年ＪＣ顧問
に。日本労働ペンクラブ会員他。主要
著書「海外労働アラカルト」他。
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台湾における労働基本権のいま
ー 早急に望まれる労働法改定

 
児
童
労
働

　

児
童
労
働
に
係
わ
る
I
L
O
条
約
は

第
1
3
8
号（
就
業
最
低
年
令
）、
第

1
8
2
号
（
最
悪
の
形
態
の
児
童
労
働

禁
止
）
な
ど
が
あ
る
が
、
こ
れ
ら
は
台

湾
の
I
L
O
加
盟
が
断
絶
後
に
登
場
し

た
条
約
で
あ
り
、
台
湾
は
批
准
し
て
い

な
い
。

　

I
T
U
C
の
要
約　

お
お
む
ね
政
府

は
児
童
労
働
問
題
に
つ
い
て
実
効
的
に

法
を
実
施
し
て
い
る
。
た
だ
し
、
若
干

の
児
童
の
性
的
な
搾
取
が
あ
る
。
政
府

は
現
在
こ
の
部
分
の
廃
絶
に
力
を
入
れ

て
い
る
。

 

強
制
労
働

　

台
湾
は
I
L
O
第
29
号
条
約
（
強

制
労
働
）
を
批
准
し
て
い
な
い
が
、
第

1
0
5
号
条
約
（
強
制
労
働
の
廃
絶
）

は
批
准
し
て
い
る
。

　

I
T
U
C
の
要
約　

強
制
労
働
は
、

と
く
に
移
住
労
働
者
の
奴
隷
的
労
働
（
債

務
な
ど
で
束
縛
さ
れ
た
労
働
）
の
形
で

発
生
し
て
い
る
。
強
制
労
働
ま
た
は
買

春
目
的
で
の
外
国
人
の
人
身
売
買
が
あ

る
。

　
I
T
U
C
の
勧
告
　「
報
告
書
」は
最

後
に
17
項
目
に
わ
た
る
提
言
を
示
し
て

い
る
。
右
に
見
た
問
題
点
や
限
界
を
網

羅
し
た
も
の
で
、
と
く
に
団
結
権
を
す

べ
て
の
部
門
に
認
め
る
こ
と
、
組
合
の

自
治
権
を
認
め
内
政
干
渉
を
控
え
る
こ

と
、
労
働
基
準
法
を
す
べ
て
の
部
門
に

適
用
す
る
こ
と
、
合
法
ス
ト
の
手
続
き

を
簡
素
化
す
る
こ
と
、
自
由
な
団
体
交

渉
を
促
進
す
る
こ
と
、
反
組
合
差
別
に

は
罰
則
を
規
定
す
る
こ
と
な
ど
が
主
眼

点
で
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
問
題
や
移
住
労
働

者
問
題
な
ど
の
解
決
も
課
題
と
し
て
列

記
し
て
い
る
。

エ
ピ
ロ
ー
グ

　

た
し
か
に
、
I
T
U
C
「
報
告
書
」

の
指
摘
は
妥
当
な
も
の
で
あ
り
、
現
在

進
行
中
の
労
働
関
係
法
改
正
審
議
で
は

検
討
材
料
と
し
て
有
効
だ
と
考
え
る
。

と
は
い
え
、
す
で
に
民
進
党
時
代
か
ら

続
く
改
定
審
議
で
あ
る
。
早
急
か
つ
最

善
の
結
論
が
待
た
れ
る
と
こ
ろ
だ
。

　

90
年
代
半
ば
か
ら
非
合
法
の
う
ち
に

発
足
し
て
い
た
第
二
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

セ
ン
タ
ー
全
国
産
業
工
会
が
、
す
で
に

退
場
し
て
い
る
陳
水
扁
政
権
下
で
公
認

さ
れ
て
以
降
、
国
民
党
政
府
の
統
制
下

に
あ
っ
た
旧
官
製
の
全
国
総
工
会
と
の

競
合
の
中
で
、
自
主
的
な
労
働
運
動
が

進
展
し
て
き
た
こ
と
は
否
定
で
き
ず
、

今
後
の
実
効
的
な
運
動
の
成
果
が
待
た

れ
る
。
そ
れ
に
は
、
I
M
F
に
加
盟
す

る
に
足
る
民
主
的
な
金
属
の
労
組
協
議

会
の
再
建
が
運
動
の
前
進
に
寄
与
す
る

は
ず
で
あ
る
。

　

Y
F
O
社
の
不
当
労
働
行
為
は
労
働

界
の
み
な
ら
ず
、
W
T
O
加
盟
国
に
広

く
知
れ
渡
っ
た
。
争
議
の
平
和
解
決
が

望
ま
れ
る
。
台
湾
が
I
L
O
非
加
盟
と

な
っ
た
現
在
で
も
、
I
L
O
基
準
を
確

立
し
て
い
く
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。
各

国
・
地
域
に
お
け
る
ユ
ニ
ヴ
ァ
ー
サ
ル
・

ヴ
ァ
リ
ュ
ー
、
国
際
公
正
労
働
基
準
の

確
立
は
、
労
働
運
動
は
も
ち
ろ
ん
、
世

界
貿
易
上
の
必
須
の
課
題
で
あ
る
。
わ

け
て
も
台
湾
に
と
っ
て
は
そ
れ
が
国
際

社
会
に
お
け
る
先
進
地
域
と
し
て
の
存

在
感
を
高
め
る
こ
と
に
繋
が
ろ
う
。
ま

た
こ
の
分
野
で
中
国
に
先
行
す
る
こ
と

が
中
国
本
土
と
の
関
係
に
お
い
て
も
存

在
価
値
を
高
め
る
こ
と
に
な
ろ
う
し
、

そ
れ
が
本
土
に一
定
の
刺
激
を
及
ぼ
す

効
果
を
生
む
可
能
性
も
秘
め
て
い
よ
う
。

中
国
で
は
ス
ト
の
連
鎖
に
直
面
し
、
当

局
も
労
働
者
の
所
得
向
上
の
重
要
性
に

目
覚
め
始
め
て
い
る
昨
今
で
あ
る
。

（
注
）
I
T
U
C
は
W
T
O
が
通
商
政
策
を

レ
ヴ
ュ
ー
す
る
度
に
当
該
国
・
地
域
の
中

核
的
労
働
基
準
の
状
況
を
記
述
し
提
言
を
含

む
「
報
告
書
」
を
提
起
し
て
き
た
。
今
回
も

そ
の
一
環
で
あ
る
。
台
湾
が
チ
ャ
イ
ニ
ー
ズ
・

タ
イ
ペ
イ
の
名
で
W
T
O
に
加
盟
し
た
の
は

2
0
0
2
年
で
あ
る
。

（
2
0
1
0
年
7
月
16
日
記
）

台湾のメーデー（2009年5月1日）
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